


                                                          国際文化都市特別委員会資料 
平成  22  年  8  月  20 日 
都    市    経    営    局 

1 都市間交流について 

  （１）姉妹友好都市 
ア 姉妹都市友好委員会の活動支援 

          友好委員会自主事業への後援、補助金交付、市長メッセージ 等 
平成 21年度 横浜仮装行列参加（マニラ友好委員会）、横浜・リヨン 50周年記念講演会 ほか
平成 22年度 リヨン少年合唱団公演、上海万博市民交流会 ほか 

 
イ 姉妹都市友好委員会との連携 
（ア） 上海万博への市民友好団参加（約 200人） 
（イ） 横浜上海 35周年記念行事への市民友好団参加 

（平成 20年度約 200人） 
（ウ） 姉妹都市提携 45周年イベントへの４都市 

（ムンバイ、バンクーバー、マニラ、オデッサ） 
代表団招へい・共同イベント等を今年度中に 
実施予定 

ウ 市長、政府代表団の派遣・受入 
［派遣］ 上海万博開幕式に上海市友好都市代表として出席・上海万博「横浜ウィーク」実施 
［受入］ リヨン市長、ムンバイ市長、上海市対外友好協会副会長 等 

エ 今後の交流 
友好交流・技術交流を目的とした若手職員の相互派遣（上海市） 

 
（２）パートナー都市 

ア 市長、政府代表団の派遣・受入 
［派遣］パートナー都市提携調印式(仁川市）等 
［受入］仁川市長、台北市財政副局長、 

釜山市環境技術団の受入  等 
イ 今後の交流 

      市民交流の効果的な支援などを目的とした、 
若手職員の相互派遣検討（仁川市、釜山市） 

 
２ 市内での国際交流事業について 

（１）開港 150周年アフリカ学生交流ホームステイプロジェクト 
事業内容：ＴＩＣＡＤⅣ横浜開催を契機にアフリカ各国との関係を強化し、次代を担う学生を 

横浜に招へい、ボランティアの市民の家庭などに約１週間滞在 
（平成 21年度に実施し、20か国 28人が参加） 

 
（２）国際交流ラウンジ 

市内 8箇所の国際交流ラウンジにおいて市民レベルでの国際交流を促進 
（例）ラウンジ祭り、語学教室、料理講習会 等 

 
（３）横浜市国際学生会館による留学生就職支援  

 
（４）国際関連市民イベント支援（国際フェスタ、アフリカンフェスタ 等）  
 

【裏面資料あり】 

青 少 年 交 流 
・横浜市大学生の語学研修支援 
（於：上海師範大学） 
・横浜・バンクーバー市高校生の 
相互交流（みなと総合高校） 
・本市若手職員の短期語学研修 
（平成 22年度は上海師範大学） 

青 少 年 交 流 
・大学生卓球チームの受入（北京市） 
・高校生バスケット交流（台北市） 
・高校生サッカー交流（仁川市） 
・横浜市大へのベトナム留学生受入 
（ハノイ・ホーチミン） 
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■外国人支援・国際交流活動に関わる 
 市内の国際活動グループ（NPO・NGO含む） 
・９１団体 
（出展「横浜市内の国際関連 市民活動団体情報調査」
（横浜市国際交流協会）より） 

【資 料】 
 
■ 受入実績（市長、駐日大使、公使等） 
 平成２１年度 平成２２年度（予定を含む）  

 
受入件数 
［主な来賓］ 

２１１件 （７５４名） 
［ベナン大使、中国大使、セルビア大使、 
ペルー大使、ラトビア大使、リヨン市長、

ムンバイ市長、仁川市副市長 等］ 

１０件（５０名） ＊平成２２年８月２０日現在 
［仁川市長、ウラジオストック市長、高雄市長、 
メキシコ大使、チュニジア大使、フランクフルト

市長（9月予定）、リヨン市長・ムンバイ市長 
（１０月予定）等］ 

 
 
■ 横浜市内における外国人登録者数の推移    ■ 外国人登録者国籍別内訳（平成 22年 3月末） 

 
 
■ 在留資格別内訳（平成 22年 4月末） 
・留学    約 5,500人 
・企業内転勤 約 1,500人 
・投資・経営 約 360人 
・研究    約 130人 

 
 
 
 
■  横浜市内外資系企業本社数推移 
（出展「外資系企業総覧」東洋経済新報社） 
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ＡＰＥＣの概要及び市民のかかわりについて 

 

１ ＡＰＥＣ横浜開催の概要 

（１）スケジュール 

  平成 22 年（2010 年）11 月                 

 7（日） 8（月） 9（火） 10（水） 11（木） 12（金） 13（土） 14（日）

 

 最終高級実務者会合 
 

 
閣僚（外務・経産）会議  首脳会議 

  
ＡＢＡＣ※実務者会合 

中小企業

サミット
ＣＥＯサミット 

 

※ ＡＢＡＣ：ＡＰＥＣビジネス諮問委員会(APEC Business Advisory Council)。ビジネス
部門の優先事項等について、毎年、首脳会議に提言を行っている。我が国では、
経団連、日商等の支援のもと、ＡＢＡＣ日本支援協議会が活動を推進 

 

 

（２）会場計画 

臨港パーク

新港パーク

日本丸
メモリアルパーク

横浜ﾗﾝﾄﾞﾏｰｸ
ﾀﾜｰ

展示ホール

横浜美術館

ｸｲｰﾝｽﾞｽｸ
ｴｱ横浜

マンション
高島中央
公園

00 100100 200200 300300 400400 500m500m

横浜市地形図複製承認番号横浜市地形図複製承認番号 平平2222建都計第建都計第90079007号号

会議ｾﾝﾀｰ

政府系会議：パシフィコ横浜
国際ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ： 同 展示ホール
経済界会議：未定

パシフィコ横浜

国際大通り

みなとみらい大通り

国際文化都市特別委員会資料

平 成 2 2 年 8 月 2 0 日

A P E C ･ 創 造 都 市 事 業 本 部

政
府
系 

経
済
界 
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２ 本市の取組と特に市民にかかわりの深い取組 

 

（１）基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特に市民にかかわりの深い取組 

 

ア 地元対応 

（ア） みなとみらい２１地区 

・地区にお住まいの市民の皆様に対する情報提供のチラシ全戸配付（2～10 月）、説明会 

の開催（7月） 

・事業者等を対象とした説明会の開催（9～10 月） 

・会議開催情報の随時提供、警備に伴う影響を軽減するための「住民確認カード・車両

確認カード」の発行（8 月末～11 月） 

（イ） みなとみらい２１地区の周辺 

   ・西区連合町内会･自治会連絡協議会、中区連合町内会連絡協議会及び周辺商店街等へ 

のＡＰＥＣ開催に関する情報提供（4～5月） 

・交通規制等チラシの配付、周知ポスターの掲示 

 

 

   

会場周辺の地元住民･事業者等をはじめ、市民や関係者の会議開催に対する理解と協力を得られるよう 

必要な取組を実施。また、会場周辺の安全対策等を行い、会議を安全かつ円滑に開催できる環境を整備。 

 

A P E C 横 浜 開 催 を 支 援 す る た め の 取 組  

地元対応 危機管理･医療対応 市管理施設の改修・警備強化 

 

 

（3つの基本姿勢） 

 

横 浜 開 催 を 意 義 あ る も の と す る た め の 取 組  

会議関係者を対象とした

視察プログラムや会場内

への PR ブースの設置等

により、横浜の魅力を国

内外にアピール 

広報やイベントなどを通じ

て、市民に広く周知するとと

もに、参加国・地域に対す

る関心・理解を深める機会

を創出 

横浜のホスピタリティを発揮し

た、街の装飾や美化、ボランティ

アによる会議関係者への支援

 

 

アピール 

 

おもてなし

 

 

 親しむ 

特に市民にかか

わりの深い取組 
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イ おもてなし 

（ア）ボランティア（ＡＰＥＣ横浜開催市民サポーター）による案内 

・既存組織の「横浜コンベンションサポーター」、「2002 ワールドカップ横浜ボランテ

ィアの会」のメンバーに、新たに募集した市民ボランティアを加え、「ＡＰＥＣ横浜

開催市民サポーター」として、会議関係者に観光・交通等を案内 

（イ）市民参加による「おもてなし作品」の制作 

・市内各地域でワークショップを開催（7 月 19 日～9月 11 日） 

・市民の皆様の笑顔の写真を撮影し、参加国･地域の景勝地の大きな絵を制作 

・市民の皆様の手による「ウェルカムボード」の制作 

（ウ）街の美化イベント 

・市民参加による会議場周辺の清掃活動（10 月） 

 

ウ 親しむ 

（ア）ＡＰＥＣ横浜開催記念イベント 

・ＡＰＥＣや参加国･地域に対する市民の皆様の理解や関心を深めていただくため、大

使館や市内国際交流機関･団体等による出展、おもてなし作品の展示等（９月 28 日

～10 月３日、赤レンガ倉庫 1号館） 

（イ）市内小学校とＡＰＥＣ参加国･地域との交流 

・次世代を担う青少年の国際性を養うために、ＡＰＥＣ参加国･地域出身者が市内小学

校〔21 校〕を訪問･交流（6月～7・9 月） 

・参加国･地域の歴史や文化（言語、音楽、料理、演劇など）を学習し、3校が「ＡＰ 

ＥＣ横浜開催記念イベント」で成果を発表 

（ウ）様々な広報･ＰＲ 

・ＡＰＥＣ横浜開催を周知するため、ポスターの公共交通機関等への掲出、リーフレ

ットの配布 

・「広報よこはま特別号」やラジオ、民間情報誌などを活用した様々な広報の展開 

・民間事業者等のＡＰＥＣ関連企画･イベントを一体的に広報･ＰＲする「ＡＰＥＣ横

浜開催記念キャンペーン」（9月～10 月）の実施 

・ウェブサイトによる会議開催情報、イベント情報などの発信 

（エ）既存イベント等との連携 

・既存イベント（ザよこはまパレード、横浜開港祭、国際フェスタなど）や区民まつ

り等と連携したＡＰＥＣ横浜開催のＰＲ 
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【 参 考 】ＡＰＥＣの概要 

１ ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）について 

（1） アジア太平洋地域の持続可能な発展を目的とした、21 か国･地域が参加するフォーラム（Ｇ

８サミット同様に世界から注目される最大規模の国際会議） 

（2） 域内の貿易･投資の自由化･円滑化、経済･技術協力を主要な活動とし、最近では環境問題

やテロ対策が、主要な課題として定着 

（3） 昨年の開催国はシンガポール。2010 年の日本開催は、1995 年の大阪以来２回目 

２ メンバー 

オーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、中国、中国香港、インドネシア、日本、韓

国、マレーシア、メキシコ、ニュージーランド、パプアニューギニア、ペルー、フィリピ

ン、ロシア、シンガポール、チャイニーズ･タイペイ、タイ、米国、ベトナム （21 の国･

地域） 

３ 会議参加者数（想定） 

   約 8,000 人（国・地域関係 3,000、経済界 1,000、メディア関係 4,000） 

 















 
 
 
 
 
 
 
 

観光交流〔海外誘客（インバウンド）及び国際コンベ

ンション〕について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

平成 22 年８月 20 日 

横浜市経済観光局 

 

 

 
 

国 際 文 化 都 市 特 別 委 員 会

平 成 ２ ２ 年 ８ 月 ２ ０ 日

経 済 観 光 局



１ 主要国別訪日外国人来訪者・横浜への外国人来訪者（推計） 

横浜への外国人来訪者数（推計） 

平成 21 年 全国 (人） 立寄率（％） 外国人来訪者数(人）

アジア計 4,814,001 － －

韓国 1,586,772 5.1 80,900

台湾 1,024,292 7.3 74,800

中国 1,006,085 16.4 165,000

香港 449,568 3.6 16,200

タイ 177,541 10.4 18,500

シンガポール 145,224 7.7 11,200

マレーシア 89,509 9.5 8,500

インド 58,918 16.1 9,500

  その他 276,092 9.1 25,100

ヨーロッパ計 800,085 － －

英国 181,460 7.4 13,400

フランス 141,251 3.8 5,400

ドイツ 110,692 10.3 11,400

ロシア 46,952 19.5 9,200

  その他 319,730 9.1 29,100

アフリカ計 20,621 － －

北米・中米計 874,617 － －

米国 699,919 9.4 65,800

カナダ 152,756 5.9 9,000

  中米 21,942 － －

南米計 33,481 － －

オセアニア計 246,213 － －

オーストラリア 211,659 4.4 9,300

  その他 34,554 9.1 3,100

無国籍・その他 640 － －

全体 6,789,658 8.3 563,500

＜参考＞ 

平成 20 年  8,350,835 8.2 685,800

出典：日本政府観光局（JNTO） 

 

※横浜への来訪者数は、空港で集計した地区別立寄率に訪日外国人来訪者数を掛けた推計値。 

 
 
 

１ 



２ コンベンション開催 

（１） 市内コンベンション開催状況 

  平成 20 年 平成 19 年 平成 18 年  

開催件数（件） 652 645 632  

延参加者数（人） 2,344,602 2,110,340 2,052,920  

            資料：（財）横浜観光コンベンション・ビューロー 

 

（２） 都市別 国際コンベンション開催件数       （件） 

平成 20 年 平成 19 年  

１ 東京（23 区） 480 １ 東京（23 区） 440  

２ 横浜市 184 ２ 京都市 183  

３ 福岡市 172 ３ 横浜市 157  

４ 京都市 171 ４ 福岡市 151  

５ 名古屋市 130 ５ 名古屋市 109  

６ 神戸市 94 ６ 神戸市 89  

７ つくば地区 80 ７ つくば地区 82  

８ 札幌市 77 ８ 大阪市 76 

８ 大阪市 77 ９ 仙台市 51 

10  千葉市 67 10  札幌市 44 

 

  出典：日本政府観光局（JNTO） 

注）参加者総数 50 人以上、参加国数 3カ国以上、開催期間 1日以上  

 

（３）都市別 中・大型国際コンベンション開催件数   （件） 

平成 20 年 平成 19 年  

１ 東京（23 区） 61 １ 東京（23 区） 63  

２ 横浜市 49 ２ 京都市 39  

３ 京都市 29 ３ 横浜 37  

４ 福岡市 23 ４ 神戸 21  

５ 大阪市 20 ５ 福岡 19  

                   出典：日本政府観光局（JNTO） 

注）参加者総数 300 人以上、そのうち外国人参加者数 50 人以上 
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（４）都市別 国際コンベンション参加者数      （人） 

平成 20 年 平成 19 年  

１ 横浜市 230,474 １ 横浜市 182,487  

２ 東京（２３区） 158,863 ２ 東京（２３区） 153,088  

３ 福岡市 106,029 ３ 京都市 68,723  

４ 名古屋市  82,690 ４ 大阪市  66,712  

５ 京都市 65,200 ５ 神戸市 61,070  

６ 大阪市 56,060 ６ 名古屋市 58,381  

７ 神戸市 50,732 ７ 福岡市 51,619  

８ 千葉市 49,222 ８ 仙台市 39,518  

                   出典：日本政府観光局（JNTO） 

 

＜参考＞ 都市別国際コンベンション開催件数（国際比較） 

 平成 20 年      (件) 平成 19 年      (件) 

１ シンガポール        637 １ シンガポール 465 

２ パリ        419 ２ パリ 315 

３ ブリュッセル        299 ３ ウィーン 298 

４ ウィーン     249 ４ ブリュッセル 229 

５ バルセロナ        193 ５ ジュネーブ 170 

６ 東京     150 ６ バルセロナ 161 

７ ソウル       125 ７ ニューヨーク 128 

８ ブダペスト        116 ８ 東京 126 

９ コペンハーゲン        104 ９ ソウル 121 

10  ロンドン        103 10  アムステルダム 120 

26  横浜      68 28  京都 62 

  36  横浜 54 

注）参加者総数 300 人以上、参加国数 5カ国以上、開催期間 3日以上  
出典：日本政府観光局（JNTO） 
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上海国際博覧会を契機とした横浜プロモーションの実施について（報告） 

１ 概要 

横浜市では、羽田空港国際化や中国人個人観光ビザの発給要件の緩和などの流れを受け、

観光地としての知名度を高めるため、上海万博日本産業館に出展を行っています。 

出展期間の 184 日間のうち、６月 28 日（月）から７月４日（日）までの１週間を「横浜

ウィーク」と位置づけ、日本産業館の屋外催事ステージにおいて、横浜の観光ＰＲイベン

トを開催しました。さらに、上海市内の会場では、横浜ブランド展、観光及び企業誘致セ

ミナーなど、中国向け横浜プロモーションを集中的に実施しました。 

 

２ 実施内容 

 

 (1)日本産業館ステージイベント「横浜ウィーク／海滨浪漫之都・横滨」 

 

○実施期間：６月 28 日から７月４日まで 
○日本産業館の屋外催事ステージにて、市内企業等のご協力により、「海滨浪漫之都・横

滨」をテーマとして、各種のイベントを実施しました。大勢の観客にご覧いただく

とともに、多くのメディア（ＴＶ、新聞、web）での紹介が行われました。 
①音楽番組の公開収録（横浜エフエム放送㈱） 
②フラワーパフォーマンスショー（㈱ＫＡＯＲＵＫＯ） 
③日本舞踊・浴衣着付け体験（神奈川県日中友好協会） 
④公開結婚式（㈱アディック） 
⑤海の生き物ショー（㈱横浜八景島シーパラダイス） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国 際 文 化 都 市 特 別 委 員 会

平 成 ２ ２ 年 ８ 月 ２ ０ 日

経 済 観 光 局
 
 

上海万博出展 

2010/5/1～10/31 

ステージ前の観客 
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(2)横浜ブランド展 

○実施期間：６月 28 日から７月４日まで 
○上海梅龍鎮広場にて、横浜ブランド、横浜市内企業が製造・販売する食品や雑貨の展

示販売や現地企業との商談会を実施しました。 
   

◆ 参加企業（品目数）  39 社（117 品目） 
◆ 出展・販売商品    食品：菓子や水産加工品等、雑貨：服飾品や工芸品等 
◆ 売上金額       414,377 元（1 元＝13 円で換算すると約 539 万円） 
◆ 商談件数       53 件（食品関係 23 件、雑貨関係 30 件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(3)横浜観光セミナー、企業誘致セミナー、歓迎レセプション 

○実施日 ７月２日（金） 
○花園飯店（オークラガーデンホテル）において、市長のトップセールスによる観光及

び企業誘致のプレゼンテーションと、両セミナー参加者等の招待による歓迎レセプシ

ョンを実施しました。 
 
①横浜観光セミナー 
 

中国のメディア、旅行会社を対象として、市長による観光プレゼンテーションと 
横浜ツアーの商品提案等を行いました。歓迎レセプションと合わせ、多くのメディア

（ＴＶ、新聞、web）での紹介が行われました。 
 
◆参加者数 計 95 人（メディア 51 人、旅行会社 25 人、VIP 他 19 人） 

 
②企業誘致セミナー 
 

上海及び上海周辺に立地する中国企業、在上海地方政府代表事務所、メディア関係

者等を対象として、市長による横浜の持つ優れたビジネス環境についてのプレゼンテ

ーション等を行いました。 
 

◆参加者数 計 50 人（地方政府関係 18 人、企業関係 28 人、メディア関係 4 人） 
◆進出検討企業数（８月１９日現在） ５件 

横浜ブランド展 会場全景 参加企業による商品説明 
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③歓迎レセプション 
 
観光セミナー、企業誘致セミナー参加者、上海市政府関係者等を対象として、招待

客の懇親と横浜出身のアーティストゆずさんの歌の披露など、横浜のＰＲを行いまし

た。 
 

◆参加者数 計 152 人 
（政府・主要関係機関 34 名、メディア、旅行会社 76 人、企業系 42 人） 

 
 

観光セミナーでの市長プレゼンテーション 

観光プレゼンテーションコーナー レセプションでのフォトセッション 

左から、横浜ウィーク総合司会の小松拓也さん、 

ゆずの北川さん、岩沢さん、林市長 

企業誘致セミナーでの市長プレゼンテーション 



国際文化都市特別委員会資料

平成２２年８月２０日

教 育 委 員 会 事 務 局 
 

 

 

英語等外国語教育、国際理解教育について 

 

１ 横浜市が目指す小中一貫教育における英語等外国語教育、国際理解教育 

「小中学校英語教育推進プログラム」（平成 20 年 5 月）を策定し、小中学校で横浜の英語教

育の在り方を示した。 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 小学校での取組 

（１） 横浜国際コミュニケーション活動〔YICA〕(Yokohama International Communication Activities） 

 

 

 

  

 

《プログラムの特徴》 

（１） 横浜が進める小中一貫教育を外国語活動・外国語科でも行うために、小中学校９年間 

  を見通したプログラムとなっている。 

（２） 『横浜の教育に英語教育が担う役割』として、次の３点を掲げた。 

ア 国際社会の中で自らの国の伝統・文化に根ざした自己を確立し、 

主体的生きていく力を育成する。 

イ 積極的に他者とコミュニケーションを図ろうとする態度を育成する。 

ウ 将来にわたり自ら英語等の外国語を学び続けようとする態度を育 

成する。 

学級担任と、外国人講師（AET）等が、小学生に対して英語を使ってコミュニケーション

活動を行う授業。 

※ＡＥＴ＝Assistant English Teacher(英語指導助手） 

ア 目 的： 外国語に親しみながら、主体的にコミュニケーションを図ろうとする態度や、多様

な異文化を理解し、積極的に関わろうとする態度の育成を目指す。 

イ 対 象： 第１学年～第６学年 

ウ 時 数：                        （年間の授業時数） 

 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 

国の標準授業時数 

（学習指導要領） 
― ― ― ― ３５ ３５ 

横浜市 ２０ ２０ ２０ ２０ ３５ ３５ 

エ 本市の特色：(ｱ)小学１年生から４年生においても年間 20 時間ずつ取り組んでいる。 

(ｲ)国の学習指導要領より一年前倒しして平成 22 年度から実施した。 

              (ｳ)指導のための参考資料として、「ＹＩＣＡの手引」、「横浜版学習指導要領」、

「横浜版学習指導要領・指導資料」や「ＹＩＣＡ事例集」を発行している。 

(ｴ)全学年で「国際理解教室」（年間５時間程度）を実施している。 



（２） 小学校国際理解教室 （横浜国際コミュニケーション活動〔YICA〕の中に位置づけて実施） 

外国人講師（IUI）が、自身の国や文化を英語で紹介し、児童に異文化を体験的に学習さ

せる授業。 

※ＩＵＩ＝International Understanding Instructor（国際理解教室外国人非常勤講師）

 

 

 

 

目 的： 小学校に外国人非常勤講師（IUI）を派遣し、英語を使って、異文化を体験的に学習さ

せることで、児童が国際社会に生きるために必要な心情や態度を育成する。 

対 象： 第１学年～第６学年 

時 数： 全学年 年間５時間程度（ＹＩＣＡ（年間 20 時間又は 35 時間）の一部として実施） 
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＜インドネシアの楽器を紹介している外国人講師＞→ 

 

※ 母国語と英語と日本語ができる外国人講師 

が、自身の国の遊びや文化などを英語で紹介 

する。 

※ 昭和 62 年度から一部実施、平成 11 年度 

から全小学校で実施。 

※ 平成 22 年度は、97 名（37 カ国及び地域） 

の外国人非常勤講師（IUI）を雇用し、 

小学校へ派遣。   

 

 

  

（３）「横浜英語村」 

 

 

 

 

目 的： 「横浜国際コミュニケーション活動（YICA）」の発展的な活動として、英語によるコミ

ュニケーションや、英語を通して異文化に触れる体験をさせる。 

対 象：小学６学年生（希望する児童） 

 

※ 平成 21 年度からの新規事業 

※ 平成 22 年度の実績 

・４日間（計８回）開催（会場：港南台ひの特別支援学校） 

・参加児童数 延べ約 600 名 

・主な活動内容： パスポートを使った入村審査、横浜英語村発行の紙幣を使った買い物、   

ゲーム、フラダンス教室 など 

英語だけを使う架空の空間である「村」を開設し、半日間、外国人講師を相手に入国審

査や買い物など、実際に英語を用いる体験をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜入村審査でパスポートにスタンプをもらう＞     ＜グループでエベレスト登山のクイズに挑戦＞ 



３ その他の校種の特色ある取組 

 

（１） 中学校英語教育推進校の設置 

・ 各区に１校以上の中学校英語教育推進校（計 20 校）を設置し、実践研究や公開授業を行い、全市

への普及を図っている。 

・ 英語教育推進校では、ＡＥＴ（英語指導助手）を１校につき１名を配置している。（その他の中

学校では、ＡＥＴを２校につき１名を配置。） 

 

（２） 市立高校における国際交流の取組 

・ 横浜商業高校では国際学科を設置し、「授業」及び「学習型国際交流行事」等を通じて国際人の育

成を目指している。また、横浜サイエンスフロンティア高校では理科実験をすべて英語で実施す

る３日間のプログラム「Science Immersion Program」を実施している。 

・ そのほか、生徒の国際性を育てるため、海外研修旅行やバンクーバー市の海外姉妹校との相互訪

問、海外高校生との交流などを実施している高校もある。 

 

（３） 特別支援学校における外国語教育と国際交流の取組 

・ 二つ橋高等特別支援学校では、「実践英会話」という時間を各学年に設定し、企業就労した際に

も困らないように、簡単なあいさつや日常表現などの定着を図っている。 

・ 中村特別支援学校では、例年、中村小学校との合同運動会「中村オリンピック」の際に、日本に

住む外国人との交流活動を行っている。 

 

４ ＡＰＥＣに伴う活動 

本年６月から７月にかけて、ＡＰＥＣ参加国・地域の出身者などが、市内小学校（20 校）を訪問

して児童らと交流し、各国・地域の歴史、音楽、料理、演劇、格闘技などを紹介した。 
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